
当委員会は2年間にわたってイ

ノベーションの促進を考えてきま

した。1年目は戦略について議論

し、2年目は、その戦略に基づく

アクションを議論しました。今回

の提言は、戦略とアクションを総

括的に取りまとめています。

我々が提唱するのは、2つのア

クションです。まず、「トップ自

らが、自分の率いる組織の進むべ

き方向を示す」必要があります。

そして、「行動を変える仕組みを

つくる」ことが求められています。

この2つのアクションを通じて、

イノベーションをしっかりと作り

出していかなければなりません。

日本という国のイノベーション

に何が必要かを考えると、結局、

国、企業、個人、それぞれがイノ

ベートすることだと思うのです。

企業経営者である会員の皆様に特
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概要　
イノベーションを引き起こすための仕組
みづくりへ向けて検討を行い、2年間の活
動の総まとめとなる提言を2月2日に発表。

副委員長・（委員99名）
・大歳卓麻
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に申し上げたいのは、トップ自ら

が実行のリーダーシップを取らな

ければ何も進まないという点で

す。6名の副委員長の方に、自社

のイノベーションについて発表し

ていただいたのですが、いずれも

共通して「トップ自らが関与」し

ていたからこそ成果を収めること

ができたのだと思います。

具体的な実例があった方がイノ

ベーションを理解しやすいだろう

と考え、提言書には副委員長の報

告など、様々な事例を載せました。

大変興味深い内容ですから、多く

の方に読んでいただければと思っ

ています。

委員会での事例研究を通じて、

若い世代の人たちのアイデアを活

かしたり、若い人にチャンスを与

えたりすることが今後ますます必

要な時代になると強く感じまし

た。若い人たちのチャレンジング

スピリットはイノベーションの基

礎となります。ところが、周辺の

アジア諸国の若者と比べて日本の

若者たちに活力を感じられないの

が大変気になります。その意味で

教育改革が極めて重要であり、か

なり基本的なところから変えてい

かなければならないと思っていま

す。

その教育改革は安倍政権の大き

な柱のひとつです。教育改革のほ

か、アジア外交や構造改革の推進

など、安倍政権の方針は我々の提

言が訴えていることと方向性が同

じものが多くあります。よって、

安倍総理の強いリーダーシップで

教育再生会議や経済財政諮問会議

などの専門家会議の議論を牽引し

ていただき、日本の教育制度の徹

底的な見直しや更なる改革の推進

とフォローアップを期待したい。

そして、イノベーションを通じて

実現したい、日本が目指すべき中

長期的な将来像を、国民にわかり

やすい具体的な形で示していただ

ければと思います。
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（役職は2月2日現在）
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